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｢江田島市社協訪問介護事業所｣ 重要事項説明書 

 

 当事業所が、ご契約者に対して居宅介護サービス等を提供するにあたり、重要事項に

ついては次のとおりです。 

（令和 8年 6月１日現在） 

 

１ 事業所の概要 

法人名(事業者) 社会福祉法人 江田島市社会福祉協議会 

代表者 会長  堂野﨑 平 

事業所名 江田島市社協訪問介護事業所  

所在地 広島県江田島市能美町鹿川 2060 番地  

管理者氏名 岩本 もとみ 
サービス提供責任者 岩本 もとみ   島村 理恵   長迫 香 

サービス提供地域 江田島市全域 

連絡先 
℡ 0823（45）2510   fax 0823(45)3560 

e-mail : helper@etajima-syakyo.org 

第三者評価 未実施 

 

２ 事業所の職員体制 

 

３ 営業日時 

営業日 

月～日・祝日 

（12 月 29 日～1月 3日、5月 3日～5月 5日は休業とします） 

 但し、利用者ニーズにより対応します。 

営業時間 午前 8時 30 分～午後 5時 15 分（通常） 

 

４ 当事業所が提供するサービスと事業所番号 

事業所名称 事業等の種類 事業所番号 

江田島市社協訪問介護事業所 

居宅介護 

３４１３３０００１７ 
重度訪問介護 

行動援護 

同行援護 

 

５ 「訪問介護計画」とサービス内容 

  当事業所では、下記のサービス内容から「訪問介護計画」を定めて、サービスを提

供します。「訪問介護計画」は、利用者の意向や心身の状況を踏まえて、具体的なサ

職 名 資格 常勤 非常勤 業務内容 計 

管理者 介護福祉士 1 名  事業全般の管理業務 1 名 

ｻｰﾋﾞｽ提供責任者 介護福祉士 ３名  事業・従事者の管理補佐 ２名 

訪問介護員 

介護福祉士 ３名 ８名 

介護サービスに関すること 14 名 実務者研修終了 0名  
２級ヘルパー  ３名 
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ービス内容や利用者に対するサービス実施日などを記載しています。「訪問介護計画」

は、利用者や家族に事前に説明し、同意をいただくとともに、利用者の申し出により、

いつでも見直すことができます。 

 

(1) 居宅介護 

① 身体介護（ご家庭に訪問し、入浴や排泄、食事などの介助をします。） 

○入浴介助・清拭・洗髪…入浴の介助や清拭(体を拭く)や洗髪などを行います。 

○排せつ介助…排せつの介助、おむつ交換を行います。 

○食事介助…食事の介助を行います。 

○衣服の着脱の介助…衣服の着脱の介助を行います。 

○通院介助…通院の介助を行います。 

○その他必要な身体介護を行います。※ 医療行為はいたしません。 

② 家事援助（ご家庭に訪問し、調理、洗濯、掃除などの生活の援助を行います。） 

○調理…利用者の食事の用意を行います。 

○洗濯…利用者の衣類の洗濯を行います。 

○掃除…利用者の居室の掃除や整理整頓を行います。 

○買い物…利用者の日常生活に必要となる物品の買い物を行います。 

○その他関係機関への連絡など必要な家事を行います。 

※ 預貯金の引き出しや預け入れは行いません。 

（預貯金通帳・カードはお預かりできません。） 

※ 利用者以外の方の調理や洗濯、利用者以外の方の居室や庭等の敷地の 

掃除は原則として行いません。 

③ 必要に応じて健康や日常生活上の状況をお伺いし、生活上のご相談や助言を 

行います。 

(2) 重度訪問介護 

    重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする利用者に対し、自宅で入浴、排泄、

食事の介護、外出時における移動支援などを総合的に行います。 

(3) 行動援護 

知的障害又は精神障害により、行動上著しい困難を有する知的障害者・障害

児・精神障害者であって常時介護を必要とする方を対象としたサービスです。） 

行動する際に生じうる危険を回避するために必要な援護、外出時における移

動中の介護等を行います。     

(4) 同行援護 

視覚障害により移動に著しく困難を有する障がいがある利用者に対し、移動時

及びそれに伴う外出先において必要な視覚的情報の支援、移動の援助、排せつや

食事等の介護援助を行います。 
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６ サービス利用料金 

⑴ 基本報酬 

  単位数 
利用料 

（円） 

利用者負担額 

（円） 

身体介護 

30 分未満 256 2,560 256 

30 分以上 1 時間未満 404 4,040 404 

1 時間以上 1 時間 30 分未満 587 5,870 587 

1 時間 30 分以上 2 時間未満 669 6,690 669 

2 時間以上 2 時間 30 分未満 754 7,540 754 

2 時間 30 分以上 3 時間未満 837 8,370 837 

（3 時間以上 30 分を増すごと） (＋83) (+830) (＋83) 

通院等介助 
（身体介護を伴

う) 

30 分未満 256 2,560 256 

30 分以上 1 時間未満 404 4,040 404 

1 時間以上 1 時間 30 分未満 587 5,870 587 

1 時間 30 分以上 2 時間未満 669 6,690 669 

2 時間以上 2 時間 30 分未満 754 7,540 754 

2 時間 30 分以上 3 時間未満 837 8,370 837 

（3 時間以上 30 分を増すごと） (＋83) (+830) (＋83) 

家事援助 

30 分未満 106 1,060 106 

30 分以上 45 分未満 153 1,530 153 

45 分以上 1 時間未満 197 1,970 197 

1 時間以上 1 時間 15 分未満 239 2,390 239 

1 時間 15分以上1時間 30 分未満 275 2,750 275 

（1時間30以上 15分を増すごと） (＋35) (+350) (＋35) 

通院等介助 
(身体介護を伴わ

ない) 

30 分未満 106 1,060 106 

30 分以上 1 時間未満 197 1,970 197 

1 時間以上 1 時間 30 分未満 275 2,750 275 

（1時間30分以上 30分増すごと） (＋69) (+690) (＋69) 

通院等乗降介助 102 1,020   102 

重度訪問介護 
(居宅及び外出時) 

1 時間未満 186 1,860 186 

1 時間以上 1 時間 30 分未満 277 2,770 277 

1 時間 30 分以上 2 時間未満 369 3,690 369 

2 時間以上 2 時間 30 分未満 461 4,610 461 

2 時間 30 分以上 3 時間未満 553 5,530 553 

3 時間以上 3 時間 30 分未満  644 6,440  644 

3 時間 30 分以上 4 時間未満 736 7,360 736 

4 時間以上 8 時間未満 
(821 単位に 30 分増すごと) 

821 
(＋85) 

8,210 
(+850) 

  821 
(＋85) 

8 時間以上 12 時間未満 

（1,505 単位に 30 分増すごと） 

1,505 

(＋85) 

15,050 

(+850) 

1,505 

(＋85) 

12 時間以上 16 時間未満 

（2,170 単位に 30 分増すごと） 

2,184 

(＋81) 

21,840 

(+810) 

2,184 

(＋81) 

16 時間以上 20 時間未満 

（2,816 単位に 30 分増すごと） 

2,834 

(＋86) 

28,340 

(+860) 

2,834 

(＋86) 

20 時間以上 24 時間未満 
（3,498 単位に 30 分増すごと） 

3,520 
(＋80) 

35,200 
(+800) 

3,520 
(＋80) 

同行援護 

 

30 分未満 191 1,910 191 

30 分以上 1 時間未満 302 3,020 302 
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1 時間以上 1 時間 30 分未満 436 4,360 436 

1 時間 30 分以上 2 時間未満 501 5,010 501 

2 時間以上 2 時間 30 分未満 566 5,660 566 

2 時間 30 分以上 3 時間未満 632 6,320 632 

（3 時間以上 30 分を増すごと） (＋66) (+660) (+66) 

行動援護 

30 分未満 288 2,880 288 

30 分以上 1 時間未満 437 4,370 437 

1 時間以上 1 時間 30 分未満 619 6,190 619 

1 時間 30 分以上 2 時間未満 762 7,620 762 

2 時間以上 2 時間 30 分未満 905 9,050 905 

2 時間 30 分以上 3 時間未満 1,047 10,470 1,047 

3 時間以上 3 時間 30 分未満 1,191 11,910 1,191 

3 時間 30 分以上 4 時間未満 1,334 13,340 1,334 

4 時間以上 4 時間 30 分未満 1,479 14,790 1,479 

4 時間 30 分以上 5 時間未満 1,623 16,230 1,623 

5 時間以上 5 時間 30 分未満 1,764 17,640 1,764 

5 時間 30 分以上 6 時間未満 1,904 19,040 1,904 

6 時間以上 6 時間 30 分未満 2,046 20,460 2,046 

6 時間 30 分以上 7 時間未満 2,192 21,920 2,192 

7 時間以上 7 時間 30 分未満 2,340 23,400 2,340 

7 時間 30 分以上 2,485 24,850 2,485 

⑵ 加算単位数 

  下記に該当する場合は、⑴の基本単位数に加算を算定します。   

  単位数 
利用料 

（円） 

利用者負担額

（円） 

夜間早朝加算 
夜間(18 時～22時)、早朝(６時～８

時)に支援を行った場合に算定 
⑴の単位に 25％を加算 

深夜加算 
深夜(22 時～６時)に支援を行った

場合に算定 
⑴の単位に 50％を加算 

特別地域加算 
国で定められた地域でサービスを提
供する場合に算定 

⑴の単位に 15％を加算 

緊急時対応加算 

居宅介護支援計画に位置付けられて
いない居宅介護を利用者の要請を受

けて 24 時間以内に行った場合に算

定 

１回につき 

100 

１回につき 

1,000 

１回につき 

100 

初回加算 

新規に居宅介護計画を作成した利用

者に対して、初回又は初回に属する
月に、サービス提供責任者が居宅サ

ービスを提供した場合又は従業者の

サービスに同行した場合に算定 

１月につき 

200 

１月につき 

2,000 

１月につき 

200 

福祉・介護職員等処遇

改善加算Ⅱロ 

福祉・介護職員等の処遇にかかる加

算。所定のキャリアパス要件Ⅰ・Ⅱ・

Ⅲ・Ⅳおよび月額賃金改善要件・職

場環境等要件を満たす場合 

(1)基本報酬の単位に 44.1％ を加算 

（居宅介護のみ） 

 

７ 利用者負担額 

６のサービス利用に対しては、通常９割が介護給付費の給付対象となります。事業

者が介護給付費を代理受領する場合には、利用者は、利用者負担分としてサービス料

金の 1割（定率負担）を事業者にお支払いいただきます。なお料金は厚生労働省サー
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ビス提供単位基準に基づき算定し、請求を行います。 

(1) ２人の訪問介護員により訪問を行った場合 

１人の訪問介護員による介護が困難と認められる場合等で、利用者の同意のも

と、２人の訪問介護員でサービスを提供した場合は、２倍の利用者負担額をい

ただきます。 

(2) 利用者負担額の上限等について 

介護給付費対象のサービス（居宅介護等）利用者負担額は、上限が定められて

います。利用者のご希望により、当事業所を利用者負担の上限管理者に選任さ

れる場合には、サービス利用開始の際にその旨をお申し出ください。 

(3) 償還払い 

事業者が介護給付費額の代理受領を行わない場合は、介護給付費基準額の金額

をいったんお支払いいただきます。この場合、利用者に「サービス提供証明書」

を交付します。（「サービス提供証明書」と「領収書」を添えて、お住まいの市

町村に申請すると介護給付費が支給されます。） 

 

８ サービス利用にかかる実費負担額 

  サービス提供に要する下記の費用は、介護給付費支給の対象ではありませんので、 

実費をいただきます。 

(1) 通常の事業実施地域を越えて事業に要した交通費は、事業所の実施地域を越える

地点から自宅までの交通費の実費をいただきます。なお、自動車を使用した場合

は、路程 1キロメートルあたり 20 円を実費としていただきます。 

(2)「外出介護」や「通院介助」において公共交通機関などの交通費のほか、入場料、 
利用料等が必要な場合、サービスご利用時にその都度ご負担いただきます。 

 

９ 利用者負担額及び実費負担額のお支払い方法 

負担額は、１か月ごとに計算してご請求しますので、翌月末日までにお支払い下さ

い。（１か月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用状況に基づいて計算

した金額とします。）お支払い方法として、現金徴収と口座引落が可能です（引落手数

料は、事業主が負担します）。領収証は、手交または郵送を通じて発行します。 

 

10 利用の中止、変更、追加 

(1)  利用予定日の前に、利用者の都合により、居宅介護等計画で定めたサービスの利
用を中止又は変更することができます。この場合、サービスの実施日の前日まで

に事業者に申し出てください。 

(2)  市町村が決定した「支給量」及び当該サービスの利用状況によっては、サービス
を追加することもできます。 

(3)  サービス利用の変更・追加は、訪問介護員の稼働状況により利用者が希望する時
間にサービスの提供ができないことがあります。その場合は、他の利用可能日時

を利用者に提示するほか、他事業所を紹介するなど必要な調整をいたします。 
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11 サービスの利用に関する留意事項 

(1) 訪問介護員について 

   ① 事業所は、居宅介護サービスの提供にあたって、あらかじめ利用者に対し、

当該サービスの内容及び費用について説明し、利用者の同意を得るものとしま

す。 

② サービス提供時に、担当の訪問介護員を決定します。ただし、実際のサービ

ス提供にあたっては、複数の訪問介護員が交替してサービスを提供します。そ

の場合は、利用者及びその家族等に対してサービス利用上の不利益が生じない

よう十分に配慮します。 

③ 利用者から特定の訪問介護員を指名することはできません。訪問介護員につ

いてお気づきの点やご要望がありましたら、事業所にご遠慮なく相談ください。 

(2) サービス提供について 

① サービスは、「訪問介護計画」にもとづいて行います。実施に関する指示・命

令はすべて事業者が行います。但し、実際の提供にあたっては、利用者の訪問

時の状況・事情・意向等について十分に配慮します。 

② サービス実施のために必要な備品等（水道・ガス・電気を含む）は無償で使用

させていただきます。 
(3) サービス内容の変更 
訪問時に、利用者の体調等の理由により訪問介護計画で予定されていたサービ

スの実施ができない場合には、利用者の同意を得て、サービス内容の変更をしま

す。その場合、事業者は、変更したサービスの内容と時間に応じたサービス利用

料金を請求します。 

(4) 受給者証の確認 

「住所」、「利用者負担額」及び「支給量」など「受給者証」の記載内容の変更が

あった場合は速やかにお知らせください。また、訪問介護員やサービス提供責任者

が「受給者証」の確認をさせていただく場合には、ご提示くださいますようお願い

します。 

(5) 居宅介護サービス等の禁止行為 

訪問介護員は、サービスの提供にあたって、次に該当する行為は行いません。 

① 医療行為 

② 利用者もしくはご家族等の金銭、預貯金通帳、証書、書類等の預かり 

③ 利用者もしくはご家族等からの金銭又は物品、飲食の授受 

④ ご契約者の家族等に対するサービスの提供 

⑤ 飲酒・喫煙及び飲食 

（移動介護等において利用者の同意を得て利用者と一緒に飲食を行う場合は除きます） 

⑥ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為 

（利用者又は第三者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除きます） 

⑦ その他利用者もしくはご家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動 
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及びその他迷惑行為 

 

12 個人情報の保護及び個人情報の使用 

 事業所とその職員は、業務上知り得た利用者又はその家族等に関する個人情報を

厳正に取り扱います。また、正当な理由なく第三者に漏えいしません。ただし、利

用者又はその家族等から文書等で予め同意を得れば、サービス担当者会議等におい

て支援に関わる関係機関他に個人情報の提供を行えることとします。 

 

13 サービス実施の記録について 

(1) サービス実施記録の確認 

事業所では、サービス提供ごとに、実施日時及び実施したサービス内容などを記

録し、利用者にその内容のご確認をいただきます。内容に、間違いやご意見があれ

ばいつでもお申し出ください。なお、訪問介護計画及びサービス提供ごとの記録は、

サービス提供日より５年間保存します。 

(2) 利用者の記録や情報の管理、開示について 

事業所では、関係法令に基づいて、利用者の記録や情報を適切に管理し、利用者

の求めに応じてその内容を開示します。（開示に際して必要な複写料などの諸費用

は、利用者の負担となります。） 

 

14 利用者の尊厳 

   事業者は、利用者の人権を尊重してプライバシーを保護することに努め、研修等

を通じて職員研修を行います。 

 

15 事故発生時の対応 

(1) 事業所が提供するサービスを通じて事故が発生した場合は、緊急対応マニュアル

に基づき、関係市町、利用者の家族、又は利用者が指定する者に報告を行うととも

に、必要な場合は速やかに利用者の指定する医療機関、又は緊急医療機関での診療

を依頼します。 

(2) 事業所の責に帰すべき事由により事故が発生し、利用者に損害を与えた場合は、

事業所がその損害を賠償する義務を負います。ただし、事業所に故意過失がない場

合はこの限りではありません。 

(3) 事業所は、万が一の事故発生に備えて損害賠償保険に加入しています。 

 

16 感染症の発生及びまん延等に関する取り組み 

事業所は、感染症の発生又はまん延を防止するため、次に掲げる取り組みをします。  

⑴ 感染予防委員会を定期的に開催、指針の整備 

⑵ 職員に対し、研修及び訓練（シミュレーション）を年１回以上実施 

⑶ 前２号を適切に実施するための担当者を設置 

 

17 非常災害対策 
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 ⑴ 事業者は、非常災害時においては、利用者の安全第一を優先し、常に関係機関と

連絡を密にし、迅速適切な対応に努めます。 

 ⑵ 事業所は、感染症や災害が発生した場合、必要なサービスを継続的に提供するた

め、次に掲げる取り組みを行います。 

   ア 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

   イ 職員に対し、業務継続のための研修及び訓練（シミュレーション）を年１回

以上実施 

 

18 虐待発生又はその再発防止（以下「虐待防止」という。）及び身体拘束等の適正化 

事業者は、利用者の心身を制限するような虐待及び身体拘束を禁止しています。利

用者の尊厳を守り、虐待及び身体拘束に関して基本的な知識を持ち、適切なサービス

を提供するため、次に掲げる取り組みを行います。 

 ⑴ 虐待防止及び身体拘束等の適正化を検討するための委員会を定期的に開催する

とともに、その結果について職員に周知徹底を図る 

⑵ 虐待防止及び身体拘束等の適正化のための指針を整備 

⑶ 職員に対し、虐待防止及び身体拘束等の適正化のための研修を年１回以上実施 

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置 

⑸ 緊急やむを得ない理由により身体拘束等を行う場合には、事前に利用者及びその

家族へ十分な説明をして同意を得たうえで、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録する。 

⑹ 事業所は、サービス提供中に、職員又は養護者（利用者の家族等障害者を現に養

護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、こ

れを関係市町に通報します。 

 

19 サービス内容に関する相談、苦情処理の体制、苦情解決の方法 

(1) 苦情受付窓口 

事業所相談窓口  

・電話番号   ０８２３－４５－２５１０ 

・ＦＡＸ番号 ０８２３－４５－３５６０ 

・E-mail  helper@etajima-syakyo.org 

・面接場所 当事業所の相談室 

・苦情受付時間 営業日の午前８時 30分～午後５時15分 

(2) 苦情受付担当者  岩本 もとみ（管理者兼サービス提供責任者） 

① 苦情等の受付 

② 苦情等の内容の確認及び受付から苦情解決に至るまでの経過と結果の記録 

③ 受け付けた苦情等及びその改善状況等を、苦情解決責任者、第三者委員、担当 

する指定特定相談支援事業者へ報告 

(3) 苦情解決責任者 

藤井 伸（事務局長） 社会福祉協議会が行う事業（サービス事業を含む） 

 

(4) 第三者委員 
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下田 満 電話番号 ０８２３－４５－３１１８ 

中村 和之 電話番号 ０８２３－４２－１３２４ 

(5) 行政機関その他の苦情受付機関 

江田島市 

社会福祉課社会福祉係 

電話 ０８２３－４３－１６３８ 

Fax 番号 ０８２３－５７－４４３２ 

対応時間 
月～金（祝・日・12/29～1/3 を除く） 

午前 8時 30 分～午後 5時 15 分 

広島県社会福祉協議会 

運営適正化委員会 

電話 ０８２－２５４－３４１９ 

Fax 番号 ０８２－５６９－６１６１ 

対応時間 
月～金（祝・日・12/29～1/3 を除く） 

午前 8時 30 分～午後 5時 

(6) 苦情解決の方法 

ア 利用者等への周知 

    施設内への提示等により、苦情解決責任者は、利用者に対して、苦情解決責任

者、苦情受付担当者及び第三者委員の氏名や連絡先、苦情解決の方法について周

知する。 

イ 苦情の受付 

苦情は面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受け付けます。なお

第三者委員に直接申し出ることもできます。 

ウ 苦情受付の報告・確認 

苦情受付担当者が受け付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申出人

が第三者委員への報告を拒否した場合を除く。）に書面にて報告します。第三者委

員は内容を確認し、苦情申出人に対して、報告を受けた旨を書面で通知します。 

エ 苦情解決のための話合い 

苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話し合い、解決に努めます。そ

の際、苦情申出人は、第三者委員の助言や立会いを求めることができます。なお、

第三者委員の立会いによる話し合いは、次のとおり行います。 

(ｱ) 第三者委員による苦情内容の確認 

(ｲ) 第三者委員による解決案の調整、助言 

(ｳ) 話し合いの結果や改善事項等の確認 

  オ 苦情解決の記録・報告 

    苦情解決や改善を重ねることで、サービスの質が高まり、運営の適正化が確保

される。これらを実行あるものとするため、記録と報告を積み重ねるようにする。 

(ｱ) 苦情受付担当者は苦情解決・改善措置までの経過と結果について書面に 

記録する。 

(ｲ) 苦情解決責任者は、一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報 

告し、必要な助言を受ける。 

(ｳ) 苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情等 

申出人及び第三者委員に対して、その措置の結果等を報告する。 
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  カ 解決結果の公表等 

    利用者様によるサービス選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を

図るため、個人情報に関するものを除き「事業報告書」等に掲載し、公表する。 

 

20 ハラスメント対策 

  事業者は、適切な居宅介護サービス等の提供を確保する観点から、職場や利用者宅

において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必

要かつ相当な範囲を超えたものにより訪問介護員の就業環境が害されることを防止

するための取り組みを行います。 

 

21 その他 

(1) 事業所は職員の質的向上を図るために、次のような研修の機会を設けるものとし

て、業務体制を整備しています。 

① 採用時研修  採用後１ヶ月以内  

②  継続研修  年 1 回以上 
(2) 従事者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた

め、従事者でなくなった後においても、これらの秘密を保持するべき旨を、従事者

との雇用契約書上において明記しております。 

(3) 職員に対する金品、物品、飲食等のおもてなしは、堅くご遠慮させて頂きます。 
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｢江田島市社協訪問介護事業所｣ 利用契約書 

 

利用者と社会福祉法人江田島市社会福祉協議会（以下「事業者」という。）が運営する

江田島市社協訪問介護事業所（以下「事業所」という。）は、利用者に提供する居宅介

護、重度訪問介護、同行援護及び行動援護サービス（以下「居宅介護サービス等」とい

う。）について、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結します。 

 

（契約の目的） 

第１条 本契約は、利用者が居宅において日常生活を営むことができるよう、事業所が

利用者に対して必要な「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律」（以下「法」という。）に基づく居宅介護サービス等を適切に提供することを定め

ます。 

（契約期間） 

第２条 本契約の契約期間は、契約締結の日から利用者における支給決定の有効期間満

了の日までとします。 

２ 上記契約期間満了日の７日前までに、利用者から事業所に対し文書または口頭によ

る契約終了の申し出がない場合、本契約は自動更新されるものとします。 

３ 利用者から契約満了の申し出がなされた場合、事業所は他の事業者を紹介する等、

必要な情報提供を行います。 

（訪問介護計画及び契約支給量） 

第３条 事業所は、利用者の受給者証に記載された居宅介護サービス等を踏まえ、利用

者及びその家族等の解決すべき課題と意向を把握し、環境及び日常生活全般の状況等

を通じた適切な訪問介護計画を作成します。この計画は、事業所が利用者に対して同

意を得たうえで作成することとし、利用者及びその家族はいつでも訪問介護計画につ

いての説明を求め、意見を述べることや変更を求めることができます。 

２ 事業所は、受給者記載事項に変更があった場合、または必要に応じてその都度、居

宅介護計画について見直しを行います。 

３ 利用者は、受給者証記載事項に変更があった場合には、速やかに事業所に変更内容

を知らせるとともに、事業所の求めに応じて受給者証の内容を確認させます。 

（サービス内容） 

第４条 事業所は、前条に定める訪問介護計画及び本契約に基づいて、利用者に次の内

容のサービスを提供します。 

(1)  居宅介護（①身体介護 ②家事援助） 

(2)  重度訪問介護 

(3)  同行援護 

(4) 行動援護     ※サービス詳細については、「重要事項説明書」を参照。 

（利用者負担金及び利用料の滞納） 

第５条 事業所は、前条に定めるサービスの対価として、法令が定める介護給付対象費

の利用料を翌月上旬に請求し、利用者はこれを翌月末までに支払うこととします。利

用料の徴収を得た事業所は、領収証を手交または郵送にて利用者に交付するものとし
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ます。 

２ 利用者が、正当な理由なく事業所に支払うべき利用料の自己負担分を 3ヵ月以上滞

納した場合には、事業所は利用者に対し、1 ヵ月以上の期間を定めて期間内にその支

払いがない時は、この契約を解除する旨の催告をすることができます。 

３ 事業所は、前項の催告をした場合には、サービス提供を調整した関係事業所、市町

村と協議し、必要な措置をとることとし、訪問介護計画の変更や、一般施策に基づく

サービスの利用を図る等の調整を行います。 

４ 事業所は、前項の措置を講じた上で利用者が滞納額の支払いをしなかった時は、文

書を通じてこの契約を解除することかできます。 

（利用の中止・変更・追加） 

第６条 利用者は、利用期日前において、居宅介護サービス等の利用を中止又は変更、

もしくは新たなサービスの利用を契約支給量の範囲内で追加することができます。 

２ 事業所は、前項に基づく利用者からの居宅介護サービス等利用の変更・追加の申し

出に対して、当該利用希望日の利用状況等により利用者の希望する期間にサービスの

提供ができない場合、他の利用可能日時を利用者に提示して協議するほか、サービス

提供可能な事業所の紹介等を行います。 

（事業所の基本的義務） 

第７条 事業所は、利用者に対し、居宅において日常生活を営むことができるよう、必

要な居宅介護サービス等を適切に行います。 

２ 事業所は、利用者の意思と人格を尊重し、常に利用者の立場になったサービスを提

供します。 

（事業所の具体的義務） 

第８条 事業所は、居宅介護サービス等の提供にあたって、利用者の生命、身体、財産

の安全・確保に配慮します。【安全配慮義務】 

２ 事業所は、本契約に基づく内容について、利用者の質問等に対して適切に説明しま

す。【説明義務】 

３ 事業所及び職員は、本契約による居宅介護サービス等を提供するにあたって知り得

た利用者や家族等の秘密について、正当な理由がある場合を除き第三者に開示するこ

とはありません。【守秘義務】 

４ 事業所は、利用者又は利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除いて、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。【身体拘束

の禁止】 

５ 事業所は、サービス提供に関する記録を整備し、契約終了後から 5年間保存します。

営業日には自分の記録を見ることができますし、実費を負担してコピーすることがで

きます。【記録保存整備義務】 

（事故と損害賠償） 

第９条 事業所は、サービスの提供によって事故が生じた場合には、速やかに市町村、

利用者の家族に連絡して必要な措置を講じます。 

２ 事業所は、サービスを提供するにあたって、事業所の責任と認められる事由によっ

て利用者に損害を与えた場合には、速やかに利用者の損害を賠償します。第 8 条第 3
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項に定める守秘義務における個人情報の流出においても同様とします。 

（契約の終了事由） 

第 10 条 本契約は、以下の各号に基づく契約の終了が生じた場合に終了します。 

(1) 利用者が死亡した場合。 

(2) 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業

所を閉鎖した場合。 

(3) 事業者が指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合。 

(4) 第 11 条から第 13 条に基づき本契約が解約又は解除された場合。 

(5) 第２条の契約期間が満了した場合。 

（ただし満了前に契約更新の手続きがとられた場合を除く） 

（利用者からの中途解約） 

第 11 条 利用者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場

合には、利用者は契約終了を希望する日の 3日前までに事業者に通知するものとしま

す。ただし、利用者が入院した場合等、正当な理由がある場合には即時に解約するこ

とができます。 

（利用者からの契約解除） 

第 12 条 利用者は、事業者に対して、いつでも契約の解除を文書または口頭により、

申し入れることができます。この場合、3 日以上の予告期間をもって届け出るものと

します。 

（事業者からの契約解除） 

第 13 条 事業者は、利用者が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、

事業者からの再三の申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、このサービス利用

契約の目的を達することが困難となった場合等は、文書により 2週間以上の予告期間

をもって、この契約を解除することができます。 

２ 事業者は、前項によりこの契約を解除する場合には、 このサービス提供を調整し

た関係事業所、市町村と協議し、必要な措置をとることとします。 

（個人情報の保護） 

第 14 条 事業所及びその職員は、事業者の「特定個人情報保護規程」を遵守し、利用

者に対するサービスの提供にあたって知り得た情報の保護に努めます。この守秘義務

は、本契約が終了した後も継続します。 

２ 事業所は、その職員が退職後、在職中に知り得た利用者又はその家族の個人情報の

漏えいがないよう適切な措置を講じます。 

３ 事業所の過失により、利用者又はその家族の個人情報が漏えいして損害が生じた場

合、事業者は損害を負う責任を持ちます。 

（個人情報の使用） 

第 15 条 事業者は利用者又はその家族の個人情報について、必要最小限の範囲内で使

用することができます。また、正当な理由なく第三者に漏えいしません。ただし、利

用者又はその家族等から文書等で予め同意を得れば、サービス担当者会議等において

支援に関わる関係機関他に個人情報の提供を行えることとします。 

（苦情解決） 
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第 16 条 利用者は、本契約に基づくサービスに関して、いつでも重要事項説明書に記

載されている苦情受付窓口に苦情を申し立てることができます。 

２ 事業所は、苦情対応の窓口及びその連絡先を明らかにするとともに、苦情の申し立

て又は相談があった場合には、迅速かつ誠実に対応します。 

３ 事業所及びその職員は、事業者の「苦情解決に関する処理要綱」を遵守し、利用者

又はその家族が苦情申し立てを行ったことを理由として、何らかの不利益な取扱をす

ることはありません。 

（身分証携行義務） 

第 17 条 事業所の職員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者又はその家族

から提示を求められたときは、いつでも身分証を提示します。 

（善管注意義務） 

第 18 条 事業所は、この契約で定められた業務を行うにあたっては、法令を遵守し、

善良なる管理者の注意をもって、その業務を遂行します。 

（契約外条項等） 

第 19 条 本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は法

その他諸法令の定めるところに従い、利用者と誠意をもって協議するものとします。 

（裁判所轄） 

第 20 条 この裁判に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者および事業者は、利

用者の所在地を管轄する裁判所を第一管轄裁判所とすることを予め合意します。 
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私(事業者)は、利用者が居宅介護サービス等を利用する前に、サービス内容、個人情

報の使用同意、その他重要事項について説明しました。 

 

重要事項説明年月日   令和   年   月   日 

 

事 業 者  所 在 地  広島県江田島市能美町鹿川 2060 番地 

法 人 名  社会福祉法人江田島市社会福祉協議会 

代 表 者   会長 堂野﨑 平              ㊞ 

 

事 業 所   江田島市社協訪問介護事業所 

説 明 者  サービス提供責任者             

 

 

私(利用者)は、事業者からサービス内容、個人情報の使用同意、その他重要事項につ

いて説明を受け、同意をしたので、本契約を締結します。 

 契約締結を行うにあたり、本書を２通作成し、利用者と事業者は署名押印の上、１通

ずつ保有するものとします。 

 

令和   年   月   日 

 

    利用者  住 所                       

 

氏 名                    ㊞  

 

家 族  住 所                        

 

氏 名                    ㊞  

 

本人との続柄        

 

    代理人  住 所                       

 

氏 名                    ㊞  

 

本人との続柄        
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利用契約における個人情報使用同意書 

 

 私（利用者及びその家族）の個人情報について、以下の記載するところにより必要最

小限度の範囲内で使用することに同意します。 

 

１ 使用する目的 

事業者が、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための制度に関する

法令に従い、私への居宅サービス計画に基づいて、円滑にサービスを提供するために

実施されるサービス担当者会議の他、以下の事項に対して使用できるものとする。 

⑴ 私が利用する他のサービス事業者等との情報共有 

⑵ 事故や苦情等による関係機関への報告 

⑶ 緊急時における医師や関係機関への報告 

⑷ その他障害福祉事務に必要な場合 

２ 使用する条件 

⑴ 個人情報の提供は、１に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供 

の際には関係者以外には決して漏れることがないように細心の注意を払うこと。 

⑵ 事業者は、個人情報を使用した会議、相手方、内容等について記録すること。 

３ 個人情報の内容(※) 

氏名、住所、健康状態、病歴、家庭状況等、事業者がサービスを提供するために最

小限必要な利用者や家族個人に関する情報。 

（※）「個人情報」とは、利用者個人及び家族に関する情報であって、特定の個人  

が識別され、又は識別され得るものをいいます。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 社会福祉法人 江田島市社会福祉協議会 

 江田島市社協訪問介護事業所  様 

 

    （利 用 者） 住所                      

 

            氏名                    ㊞ 

 

    （利用者家族） 住所                        

 

            氏名                    ㊞ 

 

    （代 理 人） 住所                      

 

            氏名                    ㊞ 

 


